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１．はじめに
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港湾の設計、測量、調査等業務の設計変更は、発注者および受注者
が合意し契約することが不可欠である。このため、発注者および受注者
における共通認識の保有、設計変更における透明性向上の観点から、参
考となる「契約変更ガイドライン」を作成した。
設計変更にあたっては、それに先立ち発注者として、より具体的な条

件明示の徹底を図ること、また、受注者として、業務履行中に疑義が生じ
た場合は、発注者と協議しながら履行するなど、それぞれの役割分担が
適切になされていることが必要である。
なお、本ガイドラインに掲載した設計変更事例は、各地方整備局等の港
湾部門での事例を集めたものであるが、必ずしも事例集と同様に変更契
約できることを保証するものではないことをご理解願いたい。

◆本ガイドラインの目的

・受発注者は、業務の履行に必要な設計条件等について、確認を行う。
・受発注者は、業務管理スケジュール表等による業務工程の情報共有や
速か且つ適切な回答に努めることが重要である。
・受発注者は、履行する業務の前提条件が異なる場合には、必要に応じて、
設計図書の変更を行う。

◆その他の留意事項

・受注者は、入札・応募時点において設計図書を確認し、疑義が生じた場
合には、質問をすることが重要である。
・受注者は業務中に疑義が生じた場合には、発注者と「協議」し業務を進め
ることが重要である。

◆受注者の留意事項

改正品確法(令和元年6月）において公共工事に関する調査等（測量、地質調
査その他の調査（点検及び診断を含む。）及び設計）が法の対象となった。第7
条に規定する発注者の責務、第1項第５号では「設計図書（仕様書、設計書及
び図面をいう。）に適切に調査等の実施条件を明示するとともに、設計図書に示
されていない調査等の実施条件について予期することができない特別な状態が
生じた場合その他の場合において必要があると認められるときは、適切に設計
図書の変更及びこれに伴い必要となる請負代金の額又は工期の変更を行うこ
と。」規定された。

◆適切な設計変更の必要性



２．設計・測量・調査等業務の変更の対象となり得るケース

①当初発注時点で予期しえなかった関係機関への手続の遅延など、受注
者の責に帰さない事項が確認された場合。

②当初発注時点で想定している業務着手時期に、受注者の責によらず、
業務着手できない場合。

③所定の手続（契約書第18条～第25条、共通仕様書1-23～1-25)を行い、
発注者が設計図書の訂正又は変更が必要であると認めた場合。

④設計の基準となる、示方書、指針等が改訂になった場合（改訂に伴い、
新たな検討項目の追加により費用増となる場合は、変更協議の対象）。

⑤受注者の責によらない履行期間の延期・短縮を行う際に、協議により必
要があると認められる場合。

ただし、設計図書の変更・指示にあたっては下記の事項に留意する。

・受発注者は、当初設計の考え方や設計条件を再確認して、設計図書の変
更「協議」にあたる。
・受発注者は、当該業務での設計変更の必要性を明確にし、設計図書の変
更は「書面」で行う。
※「協議」、「指示」の結果として、軽微なものは金額や履行期間の変更を
行わない場合もある。

・設計図書の変更の手続は、その必要が生じた都度、受発注者は遅滞なく
行うものとする。
・技術提案の内容が設計図書に反映された場合は、その内容に確認を行う
こと（プロポーザル方式の場合）。

● 下記のような場合において、設計図書の変更が可能である。
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受注者は、設計図書が誤っていると思われる点を発見した場合、発注者
に確認すべきであり、それが本当に誤っている場合には、設計図書を訂正
する必要がある。受注者は、設計図書の誤謬又は脱漏を発見した場合に
は、直ちに発注者に通知を行い、発注者は通知された内容を確認し必要に
応じて設計図書の訂正または変更を行う。

受注者 発注者

「契約書第18条（条件変更等）
第１項第二号」に基づき、その
旨を直ちに発注者に通知

発注者は、第18条第４項に基づ
き 、必要に応じて設計図書の
訂正・変更

受注者および発注者は、契約書第24条、第25条に基づき、「協議」により履行
期間および業務料を定める。

【例】
ア．貸与された資料を確認したところ公示されている数量に誤りがあった。
イ．必要な工種の設計について、特記仕様書に明示がなかった。
ウ．条件明示する必要がある場合にもかかわらず、設計を進めるに必要な関係機関
協議資料に関する条件明示がなかった。

◆（１）設計図書に誤謬又は脱漏がある場合の手続き

（契約書第18条第１項第二号）
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設計図書の表示が明確でないこととは、表示が不十分、不正確、不明確
で実際の業務遂行にあたってどのように設計してよいか判断がつかない場
合などのことである。
受注者は、設計図書の表示が明確でない場合には、直ちに発注者に通知
を行い、発注者は通知された内容を確認し必要に応じて設計図書の訂正ま
たは変更を行う。

受注者 発注者

「契約書第18条（条件変更等）
第１項第三号」に基づき、条件
明示が不明確な旨を直ちに発
注者に通知

発注者は、第18条第４項に基づ
き、必要に応じて設計図書の訂
正・変更

受注者および発注者は、契約書第24条、第25条に基づき、「協議」により履行
期間および業務料を定める

【例】
ア．同時進行の調査結果を用いて検討することは明記されているが貸与時期が明記
されていない。

イ．設計図書において、付属物を設計することは記載されているが、条件等が不明
確であった。

ウ．既設計で記載されているはずの座標値が設計図に未記入だった。
エ．関連する他の業務等との業務範囲が明確でない。

◆（２）設計図書の表示が明確でない場合の手続

（契約書第18条第１項第三号）
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自然的履行条件の例としては、設計する構造物の範囲の地形、水深等、
または、人為的な履行条件の例としては、現地調査を実施する場合の立入
条件、適用基準等があげられる。
受注者は、設計図書の自然的又は人為的な履行条件が実際と相違する
場合には、直ちに発注者に通知を行い、発注者は通知された内容を確認し
必要に応じて設計図書の訂正または変更を行う。

受注者 発注者

「契約書第18条（条件変更等）
第１項第四号」に基づき、自然
又は人為的な履行条件が実際
と相違する旨を直ちに発注者に
通知

発注者は、第18条第４項に基づ
き、必要に応じて設計図書の訂
正・変更

受注者および発注者は、第24条、第25条に基づき、「協議」により履行期間お
よび業務料を定める。

【例】
ア．現地の地形や地質条件が既往成果や発注者が想定していたものと異なっており、
検討するべき項目が増えた。

イ．詳細な地質調査の結果や、詳細な構造計算の結果、構造物の形式そのものを変
更する必要があった。

ウ．業務履行中に業務対象範囲が災害で被災し、契約時の業務内容による履行が困
難であった。

エ．予定していた関係機関との行政手続時期を過ぎても手続が完了せず、設計・測
量・調査等業務の続行ができなかった。

オ．関連する他業務等の進捗が遅れたため、設計・測量・調査等業務の続行ができな
かった。

カ．設計・測量・調査等業務を進めるにあたって、関係機関協議を同時並行した際、協
議相手からの要望により設計が変更になった。

キ．その他、新たな制約等が発生した場合、

◆（３）設計図書の自然的又は人為的な履行条件が
実際と相違する場合の手続

（契約書第18条第1項第四号）
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【例】
ア．第三者の土地への立入り許可が得られなかった。
イ．環境問題等の発生により設計・測量・調査等業務の続行が不適当又は不可能と
なった。

ウ．天災等により設計・測量・調査等業務の対象箇所の状態が変動した又は受注者
側もしくは発注者側が非常体制を取らざるを得ない状況が発生し、業務の続行が
不適当又は不可能となった。

第三者の所有する土地への立入りの承諾を得ることができない場合や天
災等の、受注者の責に帰さない事由により、業務を行うことができないと認
められる場合があげられる（現場調査業務を委託し、契約書に規定されて
いる場合に限る）。この場合には、発注者は、業務の全部又は一部を中止さ
せなければならない。

受注者 発注者

天災等のため、受注者が業務を行うことができない

◆（４）業務の中止の場合の手続

（契約書第20条、共通仕様書 1-25）

「契約書第20条（業務の中止）第１
項」により、発注者は業務の全部又
は一部を一時中止させなければなら
ない。

発注者より、一時中止の指示（契約
上一時中止をかけることは発注者の
義務）

受注者からの発議も可。

履行期間の変更については、発注者と受注者が協議して定める。
【契約書第24条】
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２．設計・測量・調査等業務の変更の対象となり得るケース

※必要に応じて変更工程表等を提出



受注者の責めに帰することができない事由（第三者の所有する土地への
立入りの承諾を得ることができない場合や天災等）により、履行期間内に業
務を完了することができない場合があげられる。
受注者は、必要な場合には、発注者に書面により履行期間の延長変更を
請求し、発注者は請求された内容を確認し必要に応じて履行期間の延長を
行う。

受注者 発注者

「契約書第23条（受注者の請求に
よる履行期間の変更）第１項」に基
づき、
・履行期間の延長理由
・必要とする延長日数の算定根拠
・変更工程表 等
を提出

発注者は、第23条第２項に基づ
き、必要に応じて履行期間の延
長

履行期間の変更については、発注者と受注者が協議して定める。
【契約書第25条】

【例】
ア．第三者の土地への立入り許可が得られなかった。
イ．天災等により業務の履行に支障が生じた。

◆（５）受注者の請求による履行期間の延長の場合の手続
（契約書第23条、共通仕様書 1-24）
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受注者が行うべき「設計図書の点検」の範囲を超える作業を実施する場合
があげられる。

【例】
ア．提示された過去の調査報告書からの条件変更又は検討不足等が
あり、追加調査や再検討が必要となった場合

イ．細部設計時において、貸与された基本設計等の成果物が古い基準
に基づくものであり、新しい基準に基づく再検討が必要になった場合

ウ．過年度の関係機関協議結果について、関係機関に改めて確認する
こととなった場合

Ⅰ-12

２．設計・測量・調査等業務の変更の対象となり得るケース

◆（６）「設計図書の照査」の範囲をこえるもの
（共通仕様書 1-4）



３．設計・測量・調査等業務の変更の対象となり得ないケース

● 下記のような場合は、原則として契約書第25条および第26条の変更が
出来ない。
ただし、契約書第27条（臨機の措置）の場合はこの限りではない。

①契約図書に条件明示のない事項において、発注者と「協議」を行
わず、受注者が独自に判断して業務を実施し、手戻りが生じた場
合。

②発注者と「協議」をしているが、回答等がない時点で業務を実施
した場合。

③設計・測量・調査等業務標準契約書、港湾設計・測量・調査等業

務共通仕様書に定められている所定の手続きを経ていない場合

（契約書第18条 ～第21条、第23条～第26条、共通仕様書 1-23

～1-25）。

④正式な書面による指示等がない時点で業務を実施した場合。
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４．設計・測量・調査等業務の変更の手続きのフロー

Ⅰ-14

発
注
者

受
注
者

契約書第18条第1項第一号～第五号に該当する事実を発見

通知（書面）し、確認を請求 受注者：立会い

発注者：直ちに調査の実施

【第18条第1項】 【第18条第2項】

調査の結果をとりまとめ

調査結果の通知

１４日以内

意見

受理

【第18条第3項】

必要があると認められるときは、設計
図書の訂正又は変更

【第18条第4項】

必要があると認められるときは、履行
期間若しくは業務委託料を変更

【第18条第5項】

発注者と受注者が協議

①業務期間の変更【第24条】 ②業務料の変更【第25条】



Ⅱ. 設計変更事例

Ⅱ-1



目次

Ⅱ. 設計変更事例 Ⅱ-1

１.設計業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅱ-3

（１）数量の変更・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅱ-3

（２）設計の変更・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅱ-6

（３）数量・履行期間の変更・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅱ-8

２.測量業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅱ-14

（１）数量の変更・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅱ-14

（２）設計の変更・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅱ-19

（２）履行期間の変更・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅱ-22

（３）数量・設計の変更・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅱ-24

（４）数量・履行期間の変更・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅱ-25

３.調査業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅱ-29

（１）数量の変更・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅱ-29

（２）設計の変更・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅱ-42

（３）履行期間の変更・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅱ-50

（４）数量・履行期間の変更・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅱ-51

４.検討業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅱ-54

（１）数量の変更・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅱ-54

（２）設計の変更・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅱ-60

（３）数量・設計の変更・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅱ-64

（３）数量・履行期間の変更・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ⅱ-65

【留意事項】
本ガイドラインに掲載した設計変更事例は、各地方整備局等の港湾部門での事例を集めたものであるが、
必ずしも事例集と同様に変更契約できることを保証するものではないことをご理解願いたい。

Ⅱ-2



１．設 計 （数量の変更） ［事例１］

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

岸壁（耐震改良）構造検討 一式 履行期間：H26.9.30～H27.3.20

・本業務は、岸壁（耐震改良）構造検討業務である。
・耐震設計を行うに当たり、当該港の強震計地点で設定されているレベル２地震動
を用いる予定であったが、強震計地点と設計対象地点では地盤の振動特性が異な
ることが判明したため、設計対象地点の地盤の振動特性を踏まえたレベル２地震動
の設定を追加した。

・使用するレベル２地震動について受注者と協議。
・既往のレベル２地震動が設計対象地区の振動特性で設定されているか技術調査
事務所に確認したところ、設計対象地区と異なる振動特性で設定されていることが
判明したため、設計対象地点の振動特性を踏まえたレベル２地震動の設定の追加
を受注者に指示。
・契約金額を変更した。

・契約書第19条（設計図書等の変更）に基づく変更。

当該港周辺のサイト増幅特性 設計対象地点のサイト増幅特性
（検討結果）
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1．設 計 （数量の変更） ［事例２］

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

岸壁付帯施設基本･詳細設計 一式 履行期間：H27.12.9～H28.3.25

・大型客船の受け入れに必要な係船柱の配置および構造について検討を実施。
・係船柱の配置に合わせて大型客船を配置したところ、保安部が運用するAISの電波
に障害を及ぼす恐れがあることが判明し、AIS電波の影響を把握する必要が生じた。
・また、係船柱の配置計画を基に工事に向けた関係者調整を行ったところ、フェリー
乗降車両および荷役車両に導線に支障があり、代案の検討が必要となった。

・大型客船を配置によるAIS電波への影響を把握するための検討を追加。
・フェリー乗降車両および荷役車両の導線を考慮した代案の検討を追加。
・契約金額を変更した。

・契約書第19条（設計図書等の変更）に基づく変更。

導線を考慮した配置計画
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【コメント】
・契約書第19条（設計図書等の変更）に基づく変更。
・発注者における関係機関との調整により、検討ケースが増えたため、契約書第19条
（設計図書等の変更）に基づき変更できる。

RC桟橋（増杭） PC桟橋

当初
※過年度
業務成果

ガントリークレーンレール幅に合わせ、桟橋幅の拡
幅する断面（既設土留護岸法線を変更）

既設基礎マウンドを一時撤去し、中間杭に支障とな
る斜杭を切断し、バランスを考慮した径間長とする
断面

変更追加

既設土留護岸法線を変更しない断面 既設基礎マウンドを撤去を最小化し、斜杭を切断可
能箇所を考慮した中間杭を設定する断面

1．設 計 （数量の変更） ［事例３］

【業務概要】
係留施設基本設計 一式 履行期間：H28.6.29～H29.3.15

【変更協議の要点】
・本業務は、既設岸壁の水深15mへの増深および耐震改良にかかる基本設計を行うも
のである。構造形式は、過年度業務で検討した構造形式を対象に複数案で総合的な比
較検討を行い、最適断面を決定するものである。
・業務着手後に、関係機関（港湾管理者、施設利用者等）より、制約条件の違いによる設
計断面の差異を踏まえた調整をしたいとの要請があり、過年度業務で検討した構造形
式について再検討が生じたため、検討ケース数の追加変更を行った。

【変更協議の結果】
・関係機関の要請を踏まえ、契約書第19条に基づき、設計図書の変更を指示。
・契約金額を変更した。

〔検討ケース追加の例〕

※業務では、本業務で新規検討する構造形式に、過年度成果断面、変更追加断面を総合的に比較し、最適断面
を決定する。

新護岸法線旧護岸法線

新旧護岸法線

斜杭撤去範囲

斜杭撤去範囲
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１．設 計 （設計の変更） ［事例４］

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

臨港道路の基本設計および既設構造物調査 履行期間：H26.7.14～H27.3.25

・既設構造物と既存図面の不一致および既存資料の不足が判明したため、それにかか
る現地調査の追加および既設構造物の配置位置を再検討する必要が生じた。

・上記の旨、受注者から履行条件確認請求書の提出があった。
・発注者が請求内容を確認し、調査結果通知書の通知および変更の指示を行った。
・契約金額を変更した。

・契約書第18条（条件変更等）第1項第四号に基づく変更。
・契約書第19条（設計図書等の変更）に基づく変更。

（参考）図－現地調査の追加位置図
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〇直立壁の反射率を1.0から0.99に見直し
〇斜路の反射率を1.0から0.90に見直し

１．設 計 （設計の変更） ［事例５］

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

施設整備検討業務
（波高観測、風況観測、船体動揺観測）

履行期間：H28.9.17～H29.3.25

・本業務は、港形を検討する施設整備検討業務である。
・過年度業務で実施した静穏度解析の反射率の条件設定を、現地条件に合わせ長周期
波に対する反射率で評価する必要が生じたため、受注者と協議し静穏度解析を行うこと
になった。

・契約書第18条（条件変更等）第1項第四号に基づく変更。
・検討する項目を追加する必要があると認めたため、 契約書第18条（条件変更等）第１
項第四号に基づき変更できる。

・静穏度解析の反射率の条件設定を再検討し、解析を行った。
・契約金額を変更した。
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１．設 計 （数量・履行期間の変更） ［事例６］

【業務概要】
護岸基本設計 L=240m 履行期間：H27.8.24～H28.2.15(変更H28.3.25)

【変更協議の要点】
・本業務は、津波防護を目的とした既設護岸改良の基本設計を行うものである。
・隣接工区の設計進捗に伴い、当該護岸に接続する水門および取付護岸の配置およ
び防護ラインが明確になったことから、本設計の対象区間を見直すものである。
・既設オイルフェンス設置区間において、現状の利用実態を考慮して別途陸閘を検討
する必要が生じた。
・港湾管理者および背後利用者である企業との調整に時間を要し、履行期間を確
保できなくなったため、本業務の履行期間の延伸が必要となった。

【コメント】

【変更協議の結果】
・隣接工区における防護ラインが決定し、設計区間のすり合わせ・調整により、設計延長
に変更が生じた。

設計延長 当初 L=225m
変更 L=240m

・現況の利用実態を踏まえ、港湾管理者と調整を行った結果、陸閘の検討を追加。
・背後利用者である企業との調整に時間を要したため履行期間を約1ヶ月延長。
・契約金額を変更した。

・契約書第18条（条件変更等）第１項第四号に基づく変更。
・契約書第22条（受注者の請求による履行期間の延長）第2項に基づく変更。

水門 水門

当初 変更
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１．設 計 （数量・履行期間の変更） ［事例７］

【業務概要】
護岸基本設計 L=308m 履行期間：H27.9.7～H28.3.15(変更H28.3.25)

【変更協議の要点】
・当初は設計区間割を標準部・狭隘部の2工区としていたが、現地踏査および設計条件
確認から検討断面について精査した結果、別途検討区間を1工区追加する必要が生じ
たため、変更を行うものである。
・また、設計区間割の変更に伴い、新たな検討期間の確保が必要となることから、履行
期間の変更をあわせて行うものである。

【コメント】

【変更協議の結果】
・現場条件の確認結果を踏まえ、設計区間割りについて協議した結果、既設護岸構造の
違いから検討区間数を追加した。
設計区間数 当初：2工区（標準部・狭隘部）

変更：3工区（標準部①・標準部②・狭隘部）
・検討区間数の追加に伴い、履行期間を延長した。
・契約金額を変更した。

・契約書第18条（条件変更等）第１項第四号に基づく変更。
・契約書第22条（受注者の請求による履行期間の延長）第2項に基づく変更。

当初 変更
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１．設 計 （数量・履行期間の変更） ［事例８］

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

岸壁耐震改良設計

・本業務は、岸壁の耐震性能照査を実施し、耐震性能を満たさない断面について改
良断面を検討する業務である。
・当初設計においては設計対象範囲の全7断面に対して、3断面が耐震性能を満たさ
ないと想定していたが、耐震性能照査を実施した結果、6断面が耐震性能を満たさな
いことが判明したため、改良断面の検討数とそれに伴う履行期間の変更が必要とな
った。

・耐震性能照査結果を踏まえ、当初想定していなかった改良断面の検討について、
追加検討を受注者に指示。
・改良断面の検討数の増加に伴い、検討期間を確保するため、履行期間を約１カ月
延長。

・契約書第18条（条件変更等）第1項第四号に基づく変更。
・検討結果が発注者で想定していたものと異なっており、検討するべき項目が増えた
場合、契約書18条（条件変更等）第1項第四号に基づき変更できる。

・契約書第23条（発注者の請求による履行期間の短縮等）第2項に基づく変更。
・発注者はこの契約書の他の条項の規定により履行期間を延長すべき場合、契約書
第23条（発注者の請求による履行期間の短縮等）第2項に基づき変更できる。

履行期間：H26.9.18～H27.2.15（変更H27.3.18）

設計対象範囲

設計対象範囲

・契約金額を変更した。
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・契約書第19条（設計図書等の変更）に基づく変更。
・契約書第23条（発注者の請求による履行期間の短縮等）第2項に基づく変更。
・発注者はこの契約書の他の条項の規定により履行期間を延長すべき場合、契約書第
23条（発注者の請求による履行期間の短縮等）第2項に基づき変更できる。

１．設 計 （数量・履行期間の変更） ［事例９］

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

測量 一式 、用地造成設計 一式

T-1

RWY 3000x45

貯水槽

給水管

13
0

実施設計位置図

実施設計範囲（当初）

実施設計範囲（追加）

履行期間：H27.8.26～H28.3.18（変更H28.3.25）

・本業務は、滑走路端安全区域用地造成の測量および設計であるが、航空局の申入れ
により、滑走路端安全区域の設計範囲を拡大することとなった。
このため、受注者と測量および設計範囲の変更協議が必要となった。

・発注者が測量および設計範囲の追加。
・履行期限を約1週間延伸。
・契約金額を変更した。
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１．設 計 （設計・履行期間の変更） ［事例１０］

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

・防波堤の細部設計(配筋計算)において、堤頭函の構造形式変化（直立堤→ｽﾘｯﾄ）に伴
い、打継場および仮置場の吃水制限が問題となったことから詳細な艤装品（止水蓋・注排
水ﾎﾟﾝﾌﾟ等）の設定をする必要が生じた。

設計当初の細部設計（配筋計算）に堤頭函直立消波ケーソン堤の艤装品検討を追加し
た。

防波堤堤頭部細部設計
（堤頭函、調整函） 一式

・計画変更による当初計画（配筋計算２断面）にあわせて堤頭函進水時艤装品の検討を
追加。

・契約金額を変更した。

・契約書第19条（設計図書等の変更）に基づく変更。
・契約書第22条（受注者の請求による履行期間の延長）第2項に基づく変更。

履行期間：H26.8.7～H27.1.30（変更H27.2.20）

標準断面図(南堤３－２区堤頭函)

-16.50

中詰材

1.50

1
.5
0

2.5(B)×5.0(L)×2.4(H)
根固方塊(63.48t/個)

5.00 1.50

-24.00

L.W.L.  ±0.00

H.W.L.  +1.50

基礎捨石（30～500kgf/個程度） 摩擦増大マット

被覆ブロック16t型

2@3.20+0.0.05=6.45

被覆ブロック16t型

2@3.20+0.05=6.455.00
（2個並び） （2個並び）

1:3.0

-16.50

港外側 港内側

L.W.L.  ±0.00

H.W.L.  +1.50

12.9512.95

2.5(B)×5.0(L)×2.4(H)
根固方塊(63.48t/個)

1.
50

γ=18.6kN/m 3

25.20

-16.50

+2.50
+2.00

+6.50

-4.00

+3.00

0.50 0.50 0.20
4.50

0.20
4.50

0.50

0.20 14.50 0.20

14.907.30

φ2.90

灯台 W=141.65t/基

(φ2.9×16.295(H))

0.
50

4.50

0.
70

中詰材

γ=18.6kN/m 3

1:3.
0

直立消波ケーソン
22.2(B)×30.0(L)×19.5(H)

上部場所打ちコンクリート

22.20

22.50 22.50

被覆石(800kg～1000kg/個)被覆石(800kg～1000kg/個)被覆石(800kg～1000kg/個)被覆石(800kg～1000kg/個)

2.00

0.80 6.50

3.30
0.20

3.30

1
.0
0

2.00

先行捨石

洗堀防止マット 洗堀防止マット

(μ＝0.75以上)

標準断面図(南堤３－２区堤頭函)
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１．設 計 （設計・履行期間の変更） ［事例１１］

【業務概要】

仮設構造物の施工検討および検討
のための水中部の現況調査

・施工検討を行う仮設の構造物は航路に隣接しており、かつ長期的な存置が見込まれ
ることから、地震時における航路への影響について検討を追加した。

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

・検討項目の追加については特記仕様書に基づき、変更するものとなったが、検討に
おける解析に時間が掛かり当初履行期間内では完了できないことが判明したため、協
議により履行期間を延伸した。
・契約金額を変更した。

・契約書第18条（条件変更等）第1項第四号に基づく変更。
・検討する項目を追加する必要があると認めたため、 契約書第18条（条件変更等）第
１項第四号に基づき変更できる。

航路

仮設構造物

履行期間：H27.10.29～H28.2.26(変更H28.3.25)
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【業務概要】
深浅測量 一式 履行期間 ： H27.4.10～ H28.3.25

２．測 量 （数量の変更）

【変更協議の要点】
・本業務は、港湾区域内の海底面の変化を把握するため、深浅測量（一部マルチビーム
による面的測量）を行ったものである。
・業務契約後、深浅測量範囲の周辺で漁を行っていた漁業者より、海底地盤の状況に
変化がある旨連絡があり、漁業者より報告のあった全異常点を確認するため測量範囲
の追加が必要となった。

【コメント】
・契約書第19条（設計図書等の変更）に基づく変更。
・発注者が測量範囲の追加をする必要があると認めたため、契約書第19条（設計図書
等の変更）に基づき変更できる。

【変更協議の結果】
・発注者から測量範囲追加の協議。
・契約金額を変更した。

［事例１２］
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２．測 量 （数量の変更） ［事例１３］

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

岸壁劣化調査 一式 履行期間：H27.6.15～H27.9.30

・被覆防食工の保護カバーを取り外し、露出した鋼管杭の腐食状況を目視により
調査することとしていたが、保護カバーを取り外すことができなかったため、
部分的に切断して鋼管杭の状態を目視確認することとした。

・劣化状況を詳細に把握するため、切断した保護カバーの性能試験を行うこととした。

・被覆防食工の保護カバーが取り外しできないことを確認。
・発注者より、保護カバーを部分的に切断し目視確認および鋼管杭の肉厚

測定を行い、切断した保護カバーの性能試験を行うことを指示。
・契約金額を変更した。

・契約書第18条（条件変更等）第1項第四号に基づく変更。

保護カバー外観 部分切断状況

性能試験状況
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地盤沈下測量・土質試験 履行期間：Ｈ25.9.24～Ｈ26.3.19

２．測 量 （数量の変更） ［事例１４］

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

・新設の沈下板の設置時期および設置数が変更となったため、測量箇所数（回数）を変
更する。
・土層等が現状と相違したため、ボーリング数量を変更する。
・測量点数（回数）を変更する。

・契約書第18条（条件変更等）第1項第四号に基づく変更。
・契約書第19条（設計図書等の変更）に基づく変更

・沈下測量 17点を22点に変更。
・ボーリング

【当初】（L=29.0m）
粘性土 L=22.4m 砂質土 L=1.6m 玉石混り土砂 L=5.0m

【変更】（L=26.4m）
粘性土 L=19.0m 砂質土 L=2.7m 玉石混り土砂 L=4.7m

・監視船配備 １隻配備。
・契約金額を変更した。

〈孔別ボーリング試験内訳表〉

5.0

19.0 2.7 4.7 26.4

砂・砂質土

標準貫入試験

砂・砂質土 計
粘性土シル

ト

（回）

計

（ｍ） （ｍ） （個）

摘要土質別ボーリング延長

粘性土シル

ト

（ｍ）

08

（回）

14 01.6 29.0

16.2

玉石混り土

砂(玉石・割

石)

（ｍ）

2.4

（個）（個）

6 0 6

14 0 14

12.9

22.4

0.9

6 09.5 0.7 2.6 12.8

孔

番

号

当初

当初

変更

変更

当初

変更

乱れの少ない試料採取

計

（個）

8

6

14

8 0 8

（ｍ） （ｍ）

粘性土シル

ト
砂・砂質土

地

盤

高

ボーリン

グ深度

-6.6 -22.8

2.6 11.5

-7.9 -22.8 11.3 1.5 2.1 14.9

-6.7 -19.5

NO.1

NO.2

合計

増△減 △ 3.4 1.1 △ 0.3 △ 2.6 0 0 0

増△減

増△減

△ 1.6 0.6 △ 0.3 △ 1.3 0 0 0

0 0 0△ 1.8 0.5 0.0 △ 1.3

-7.5 -19.0 7.7 1.2
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２．測 量 （数量の変更） ［事例１５］

【業務概要】

【変更協議の要点】

基準点測量 4点（変更12点） 平面測量 A=0.027km2（変更0.069km2）

・当初設計においては、工事施工範囲の現地状況を把握するため、必要最小限の基準
点測量および平面測量を実施する予定であったが、現地確認結果を踏まえ、施設利用者
および関係各機関等との調整を行った結果、確実な施設の状況把握と工事施工のため、
基準点測量の地点数および平面測量の範囲を変更する必要が生じた。

【コメント】

・契約書第19条（設計図書等の変更）に基づく変更。

【測量平面図】

【変更協議の結果】

・発注者からの設計図書変更協議書をもって受注者と協議。
・契約金額を変更した。
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２．測 量 （数量の変更） ［事例１６］

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

水深測量（音響測深）19.0km、汀線測量（横断測量1.5km）

・本業務は、港湾の水深および汀線を測量する業務である。
・当初設計においては、過年度測量結果を基に水深測量と汀線測量の範囲を設定し
設計していたが、現地測量の結果、現地盤水深の差違が確認されたことから水深測量
および汀線測量の測量範囲の変更が必要となった。

・当初設計における水深測量と汀線測量の範囲は過年度測量結果の水深を基に設
定しているものであるが、現地盤水深において差違が確認されたため測量範囲を
変更する必要がある。
・契約金額を変更した。

・契約書第18条（条件変更等）第1項第四号に基づく変更。
・現地の設計条件が既往成果や発注者が想定していたものと異なっており、測量
内容に変更が生じたため、契約書第18号（条件変更等）第１項第四号に基づき
変更できる。

当初測量範囲 変更測量範囲

Ⅱ-18



【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

基準点測量 一式 履行期間：H25.8.30～H25.12.16

・現地踏査を行ったところ、支障物等により視通不可の箇所、既設基準点周辺に確認さ
れ、視通可能な位置へ新点を設置することが必要となった。
・測量実施に支障をきたす草木の伐採が必要となった為、草木の伐採を追加変更した。

・受注者から、構造物や草木の障害によって既設点の視通ができないため、視通
可能な位置への新点設置と草木の伐採について協議。
・発注者が当初設計との相違を確認し、設計変更を行った。
・契約金額を変更した。

・契約書第18条（条件変更等）第1項第四号に基づく変更。

２．測 量 （設計の変更） ［事例１７］
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２．測 量 （設計の変更） ［事例１８］

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

・当初設計における測量内容が漁港利用の状況から、作業不可能と判断されたため、
測量内容を変更する必要がある。
・契約金額を変更した。

水深測量（音響測深）76.0km、汀線測量（横断測量1.5km）

・本業務は、漁港の水深および汀線を測量する業務である。
・当初設計において水深測量は船舶により音響測深機を用いて測量する設計としてい
たが、一部の岸壁において漁業活動の妨げとなるため、船舶による音響測深機での測
量が不可能と判断された。そのため、船舶による音響測深機での測量ができない箇所
については、レッド測深による測量へ変更する必要が生じた。

・契約書第18条（条件変更等）第1項第四号に基づく変更。
・現地の作業条件が当初設計条件と異なっており、測量内容に変更が生じたた
め、契約書第18号（条件変更等）第１項第四号に基づき変更できる。

船舶を用いた音響測深機による測量 レッドによる測量
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２．測 量 （設計の変更） ［事例１９］

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

・当初設計による現況調査の結果から、一部施設の老朽化の詳細を確認する必要
が生じたため、コアボーリングおよび一軸圧縮強度試験を追加する必要がある。
・契約金額を変更した。

現地踏査、基準点測量一式、水準測量一式、
現地調査（目視調査、潜水調査）一式、調査結果の分析、評価一式

・本業務は、港湾施設の現況調査を行い老朽化の分析・評価を行うものである。
・現況調査の結果から、施設の１部分においてコンクリート強度の確認が必要となった
ため、コアボーリングおよび一軸圧縮強度試験を追加する必要が生じた。

・契約書第19条（設計図書等の変更）に基づく変更。
・調査結果に基づき、調査を追加する必要があると認めたため、契約書第19号（
設計図書等の変更） に基づき変更できる。

老朽化状況 コア抜き状況
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２．測 量 （履行期間の変更） ［事例２０］

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

汀線測量 5km 履行期間：H27.7.17～H28.3.25（変更H28.3.31）
水深測量（音響測深、9月および1月の2回）

広域（港外）37.5km
狭域（港内）19.7km

（港外）25.6km

・1月の水深測量において、冬季風浪による荒天のため1月初旬から2月中旬まで作業
日数が取れなかったことから、海象条件の回復が見込める3月の測深に変更すると共
に、測量期間を延伸した。

・受注者からの請求に基づき、海象条件を確認した上で、履行期間を年度末まで6日
間延伸した。

・契約書第22条（受注者の請求による履行期間の変更）第2項に基づく変更。
・本業務の水深測量は、漂砂による海底地形の変動を把握するための測深であり、
潮流が変化する時期を跨いだ冬季の測深が必須となっていた。しかし発注段階で荒
天が長期間に渡り継続することは予測できなかったため、契約書第22条（受注者の
請求による履行期間の変更）第2項に基づき変更できる。

冬季風浪による荒天の状況
（港口より港外側を眺める）
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２．測 量（履行期間の変更） ［事例２１］

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

航空写真撮影 A＝89.3km2 履行期間：H27.9.9～H28.3.31（当初H28.3.11）

・当初、契約後から２月上旬までに現地撮影を行い、その後１ヶ月程度で撮影した写真
の処理作業を行い納品の予定であった。
・天候不順により予定していた２月上旬までに現地撮影を完了することができなかった
ため、工期の変更が必要となった。

・現地撮影期間の確保を行うべく、受注者から工期変更の協議。
・気象証明書等により受注者の責に帰さないこと（天気、雲量等の気象条件）を確認し、
工期延伸を指示。

・契約書第22条（受注者の請求による履行期間の変更）第2項に基づく変更。

気象証明書 撮影計画図
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２．測 量 （数量・設計の変更） ［事例２２］

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

・本業務は別件の浚渫工事による浚渫完了後の測量となることから工事との工程
調整による測量が必要となり、測量船の艤装回数が変更（1回増）となった。
また、保安部との協議により、水準測量、副標観測、岸線測量の追加を行うことと
なった。

・契約書第18条（条件変更等）第1項四号に基づく変更。
・契約書第19条(設計図書等の変更)に基づく変更。

水路測量 918.511m2、水準測量 2.3Km 履行期間 ： H26.2.14～H26.3.28
副標観測 一式、岸線測量0.2km

・浚渫工事との工程調整に伴い一度に測量することができず、複数回の艤装が生
じたとして艤装の数量増の協議。
・発注者から、水準測量、副標観測、岸線測量の追加を指示。
・契約金額を変更した。
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(－
1.
5
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1m
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 砂
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５号浮標

代 ヶ 崎 清 水 浜

(－1.5)
泊地

200.0

岸線測量位置

Ⅱ-24



深浅測量（シングルビーム）
原契約 16.8km 変更 16.8km 

深浅測量（ナローマルチ）
原契約 0.6km2 変更 0.8km2

２．測 量 （数量・履行期間の変更）

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

・本調査で実施した深浅測量の結果から、海底地盤の洗掘の進行を確認。
・この測量結果を基に発注者で検討を行い、洗掘による構造物への影響を考慮し捨
石投入による対策工事を実施。
・越冬後の対策工の効果を検証するため、詳細に現況を把握する必要があることか
ら、発注者から受注者に協議を行い、対策工事完了後のナローマルチビームによる
測量を追加するとともに、履行期間を延伸した。

・変更協議を発注者から受注者に対して行い、同意を得て変更契約した。
・契約金額を変更した。
・履行期間の延伸。

・契約書第19条（設計図書等の変更）に基づく変更。

中 央 水 路

Ｂ１区域 Ｂ１区域Ａ区域 Ｃ区域

1,038m
820m

Ｄ区域

2
00
m
8
0
m
12
0
m

4
5
0m

50
m

1
2
0

離岸堤

1
2
0

100m
第1潜突堤 第2潜突堤

第3潜突堤

６基目（施工中）

１基目
２基目 ３基目 ４基目 5基目(離岸堤)

1
6
0

605m

700m

Ｄ'区域

凡例

マルチビーム測量区域

シングルビーム測量区域

マルチビーム測量区域(追加)

［事例２３］

履行期間：H28.4.7～H28.9.30（変更H28.11.30）
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２．測 量 （数量・履行期間の変更）

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

港湾施設老朽化診断調査
現地調査一式、室内試験一式

・本調査は、防波堤の現況および健全度を把握することを目的とする調査である。
・受注者による現地踏査結果を踏まえて、防波堤の調査範囲の拡大、調査項目等の
追加が必要となったため、履行期間を延伸して追加変更した。

・室内試験の試験項目のうち、アルカリ骨材反応試験については、該当施設において
より詳細に健全性を把握する必要があるため、肉眼目視、電子顕微鏡観察、EDS分
析に変更した。なお、これに伴い、コア採取本数を追加する。
・現地事前調査を行ったところ、仕様内容と現状に相違があることが判明したため、調
査範囲を変更した。
・水上目視確認において、消波工の沈下が確認された。水中部における消波ブロック
の沈下状況、散乱状況についても、現状把握し記録する必要があるため、水中部形
状調査を追加した。水上部については、横断測量を追加した。
・現地事前調査を行ったところ、施設位置図面の基準点が現地の位置と相違があるこ
とが判明した。よって、現状に合致した施設位置図への修正を追加した。
また、国有港湾施設の維持管理等を行うにあたり、正確な施設情報の把握は必要不
可欠であり、施設位置図の精度を向上させるために航空写真の撮影も追加した。
・上記業務内容の追加に伴い、履行期限を平成27年3月30日まで延伸した。
・上記の変更に伴い、契約金額を変更した。

・契約書第18条（条件変更等）第１項第四号に基づく変更。
・現地踏査結果が既往成果や発注者が想定していたものと異なっており、検討す
べき項目が増えたため、契約書第18条（条件変更等）第１項第四号に基づき変更
できる。
・契約書第19条（設計図書等の変更）に基づく変更。
・契約書第22条（受注者の請求による履行期間の延長）第2項に基づく変更。

履行期間：H26.12.25～H27.3.20（変更H27.3.30）

追加調査範囲

防波堤変更例

［事例２４］
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【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

国有港湾施設老朽化点検 一式 履行期間：H25.4.9～H25.7.16（変更H25.9.20）

・ナローマルチビームを用いた水中部形状調査を行う対象施設において、水深が浅く
測量船の進入が困難な水域があった。その為、現状不一致に伴う数量の精査および
レッド測量の追加が必要となった。

・受注者から、水深が浅く、ナローマルチビームを用いた水中部形状調査が困難と
なる水域について協議。
・発注者が当初設計との相違を確認し、設計変更を行った。
・あわせて、レッド測量の追加により履行期間を約２ヶ月延伸。
・契約金額を変更した。

２．測 量 （設計・履行期間の変更） ［事例２５］

・契約書第18条（条件変更等）第1項第四号に基づく変更。
・契約書第22条（受注者の請求による履行期間の延長）第2項に基づく変更。
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２．測 量 （設計・履行期間の変更） ［事例２６］

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

深浅測量 一式、現地調査 一式
室内試験 一式

本業務は、岸壁改良基本設計に必要な深浅測量および現況調査を行うものである。現
地調査のうち、潜水目視調査を行ったところ、受注者より履行条件確認請求書の提出が
あり、セルラーブロックのフーチング部前面に土砂が堆積し、調査不可の状況であったこ
とが判明した。

・フーチング部に損傷があると、改良工
法の検討に影響するため、土砂堆積部
について、調査を実施することが必要で
あると判断し、本業務に追加。

・契約書第18条(条件変更等)第1項第四号に基づく変更。

・潜水目視調査(土砂堆積部)の追加によ
り、履行期間を1ヶ月延伸。
・契約金額を変更した。

・水中サンドポンプを用いて堆積土砂を
撤去した後、調査を実施。

履行期間：H27.4.23～H27.7.31（変更H27.8.31）
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・契約書第18条（条件変更等）第1項第四号に基づく変更。
・磁気異常点が発注者が想定していたものと異なっており、実施するべき項目が増えたた
め、契約書第18条（条件変更等）第１項第四号に基づき変更できる。

３．調 査 （数量の変更） ［事例２７］

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

磁気探査：7,100m2 潜水探査：7,112m2 履行期間：H27.9.30～H28.1.29

・磁気探査により確認された磁気異常点を潜水し除去する調査について、磁気探査の結
果、磁気異常点が当初想定範囲より広範囲に確認されたため、潜水探査面積が変更と
なった。

・受注者から磁気探査結果に基づく潜水探査範囲変更について履行条件確認の請求。
・発注者が当初設計との相違を確認し、設計変更が認められた。
・契約金額を変更した。

当初想定磁気異常点 追加磁気異常点
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・契約書第18条（条件変更等）第1項第四号に基づく変更。
・現地の地形や地質条件が既往成果や発注者が想定していたものと異なっており、検討
するべき項目が増えたため、契約書第18条（条件変更等）第１項第四号に基づき変更で
きる。

３．調 査 （数量の変更） ［事例２８］

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

土質調査：L=20m 7箇所 履行期間：H28.4.20～H28.9.30

・設計条件取得のための土質調査について、ボーリングの結果、地質状況が想定と異な
っていたため、各種試験および試料採取が変更となった。

・受注者からボーリング結果に基づく地質条件変更について履行条件確認の請求。
・発注者が当初設計との相違を確認し、設計変更が認められた。
・契約金額を変更した。

原　仕　様 変　更　仕　様

測点

+ 0.56 -19.44 2.00 18.00 0.00 20.00 - 0.03 

20.00

+ 0.56 -19.44 2.00 18.00 0.00 20.00 - 0.05 

+ 0.56 

20.002.00

-19.44 2.00 18.00 0.00

6.70 11.00

-20.03

（A.P.） （A.P.） 粘性土 砂質土

20.00

20.00

（ｍ） （ｍ）

20.00 - 0.38 

18.00 0.00 20.00

+ 0.56 -19.44 2.00 18.00 0.00 20.00

0.00 20.00

地盤高 試錐深度 土質別ボーリング延長

（A.P.） （A.P.） 粘性土 砂質土 礫質土
計

（ｍ） （ｍ） （ｍ） （ｍ） （ｍ） （ｍ）（ｍ）

礫質土
計

12.50

-20.05

B 6.40

2.30 20.00

20.00

1.10

- 1.94 

0.00 20.00

+ 0.56 -19.44 2.00 18.00A  0.10 -19.90 4.20 14.40 1.40

地盤高 土質別ボーリング延長試錐深度

（ｍ）

20.00 - 0.87 

C -20.38 13.00 7.00 0.00

0.00 140.00

E -21.94 12.80 7.20 0.00

D -20.19 11.60 6.40

G

- 0.19 

+ 0.56 -19.44 2.00 18.00 0.00

F -20.87 11.70 8.30

+ 0.56 -19.44 2.00

14.00 126.00 66.40 66.80 6.80 140.00計

原　仕　様

測点

7 98

標準貫入試験 乱れの少ない試料採取

ﾃﾞﾆｿﾝ

ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ

（試料）

1 14 0 1 0 2

14

C

1 0 2

A 1 14 0 1 0 2

粘性土 砂質土 礫質土
ｼﾝｳｫｰﾙ

ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ

ﾄﾘﾌﾟﾙ

ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ

（試料） （試料） （試料） （試料） （試料）

D

計

G

E

F

1

1 14 0 1 0

1 0

1 14 0 1 0

2

0 7 0

2

2

2

0

9

1

3

11

11

2

4

（試料） （試料） （試料） （試料）

砂質土 礫質土

（試料）

変　更　仕　様

1

0

ｼﾝｳｫｰﾙ

ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ

ﾃﾞﾆｿﾝ

ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ粘性土

乱れの少ない試料採取

ﾄﾘﾌﾟﾙ

ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ

標準貫入試験

1

1 14 0

4

11

4

14 0

0 7

B 1 14 0

0

1

11 1

5 0 4

2

6

6 0

4

2

55 2153

4 1 3

113

5 0

9 1 2 0

0

0

0

0

0 2

0

（試料）
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［事例２９］

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

履行期間：H26. 9.30～ H27. 3.20津波伝播計算 ８ケース
津波安定照査 ９断面 他

・本業務は、内閣府想定の南海トラフ巨大地震や地方自治体の想定地震に対する既
存防波堤等の防災効果を整理・検証する業務である。
・業務には、地震震源域から防波堤等までの津波伝播計算、GPS波浪計設置位置
の津波波形と各港代表地点の津波波形との関係性の整理を含んでいる。
・防災効果の検証を行うには、近傍の南海トラフ巨大地震に加えて遠地津波も含め
た検討が必要になったため、津波伝播計算の数量を変更した。

・防波堤等の津波に対する防災効果を検証する上で、防波堤等の近傍で発生する
南海トラフ巨大地震のみでは効果検証対象としては不足していることが分かったた
め、発注者より遠地津波ケースの津波伝番計算の追加を変更指示。

津波伝番計算 ８ケース → １３ケース
・契約金額を変更した。

•契約書第19条（設計図書等の変更）に基づく変更。

３．調 査 （数量の変更）
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３．調 査 （数量の変更） ［事例３０］

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

土質調査 試錐長L=38ｍ（変更85ｍ）

・過年度実施済みのボーリング調査結果により、当初設計においてボーリング深度
L=38m付近で岩盤を込んでいたが、基盤層（岩盤）が確認できなかったため、ボーリング
深度をL=38mからL=85mに増進した。

・基盤層が確認できないため、受注者からボーリング増深の協議。
・発注者がボーリングコアおよび柱状図（速報値）を確認した上で増深を指示。
・契約金額を変更した。

・契約書第18条（条件変更等）第１項第四号に基づく変更。

深度（ｍ） 層厚（ｍ） 地質名

35.0 5.0
砂質土

38.0 3.0 岩盤

粘性土

30.0 30.0

深度（ｍ） 層厚（ｍ） 地質名

35.0 5.0
砂質土

85.0 3.0 岩盤

55.0 20.0

粘性土

82.0 27.0

砂質土

30.0 30.0

粘性土変更

ボ
ー
リ
ン
グ
増
深
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３．調 査（数量の変更） ［事例３１］

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

磁気探査（A区域） A＝69,907m2
磁気探査（B区域） A＝28,725m2

・本業務は、港湾工事に先立ち磁気探査を行い、磁気異常点を探査する事を主として
いる。
・受注者が実施した港湾利用者からのヒアリングにより水深を確保すべき範囲で想定
外の浅所が確認され、浚渫範囲を拡大する必要が生じ、磁気探査範囲も併せて拡大
する必要が生じる事となった。また、別件磁気探査とすると浚渫工事との現場内での輻
輳および港湾工事過程の遅延などの問題が生じるので、業務数量の変更となった。

・受注者の請求より、当初発注の探査範囲では、浚渫箇所とは対応していないため、
探査範囲拡大の協議。
・発注者が探査範囲を確認し、探査範囲の拡大を指示。

・契約書第18条（条件変更等）第１項四号に基づく変更。

探査範囲（A区域）※
当初 A=15,400m2

→ 変更 A= 69,907m2
探査範囲（B区域）※
当初 A＝20,327m2

→ 変更 A= 28,725m2
（※この探査範囲は一次探査

、確認探査を総括した数量）
・契約金額を変更した。

当初 探査範囲 変更 探査範囲

B区域 B区域

A区域

A区域

履行期間：H27.6.26～H27.12.25
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３．調 査 （数量の変更） ［事例３２］

【業務概要】
一次探査 216,334m2 確認探査 63,029m2 履行期間：H28.2.1～H28.3.29

【変更協議の要点】
・本業務は、確認探査数量を想定数量として計上していた。
・一次探査を行い異常点が確認され、確認探査数量を確定数量として、契約変更
を実施。

【変更協議の結果】
・確認探査の数量変更について受注者と協議。
・確認探査数量の確定と合わせ、確認探査の実施時期についても、協議し変更。
・契約金額を変更した。

【コメント】
・契約書第18条（条件変更等）第1項第四号に基づく変更。
・磁気探査は、一次探査と確認探査をセットで契約することがあり、契約時の確認探
査面積は、想定数量により契約される。
・確認探査面積確定後の契約変更については、特記仕様書への記載事項に基づき
変更を行う。
なお、変更数量による、現地の作業時間を考慮して受注者と工期についての協議
が必要。
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３．調 査 （数量の変更） ［事例３３］

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

ケーソン中詰材現況調査
（削孔313.2mおよび中詰材天端高測定108箇所）

・当初設計では、上部工の削孔長は防波堤の標準断面図を基に設定を行った。現地
施工ではケーソン毎に削孔長が異なっていたため、施工した削孔長にて数量変更を行
った。

・調査実施後に精査を行った結果、当初313.2m→変更325.3mとなった。
・契約金額を変更した。

・契約書第18条（条件変更等）第1項四号に基づく変更。
・現地の上部工厚さが現地合わせを行っており、標準断面図と異なるケーソンが存在
していたため、削孔長の数量は、契約書第18条（条件変更等）第1項四号に基づき変
更できる。

履行期間：H27.12.24～H28.3.29
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・契約書第18条（条件変更等）第1項第四号に基づく変更。
・現地の作業条件が当初設計条件と異なっており、調査内容に変更が生じたため、契約
書第18条（条件変更等）第1項第四号に基づき変更できる。

３．調 査 （数量の変更） ［事例３４］

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

土質調査 ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ（陸上3本 海上2本） 履行期間：H28.5.13～H28.12.23

・現地調査および室内試験の結果、当初想定していた土質との差異を確認。

・現地調査および室内試験結果に基づき内容を変更。
・契約金額を変更した。
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３．調 査 （数量の変更） ［事例３５］

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

土質調査 ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ（7本） 履行期間：H17.8.26～H17.11.14

・調査結果からボーリングデータを補完する横断方向の地質調査を追加する必要が生じた。

・ボーリング調査１孔を設計変更増。
・契約金額を変更した。

・契約書第19条（設計図書等の変更）に基づく変更。
・調査結果に基づき、調査を追加する必要があると認めたため、契約書第19条（設計図
書等の変更）に基づき変更できる。
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実態柱状図

３．調 査 （数量の変更） ［事例３６］

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

直接調査 一式
（陸上ボーリング φ116mm（50m） ， φ66mm（30m） ，
原位置試験 75個 ，三重管サンプリング 4本 ，物理試験 ，力学試験）

間接調査 一式
（調査準備、測量、足場仮設、交通車、機材運搬、試料運搬）

・土質想定に差異が生じたことから、各ボーリング孔の試錘長・土質試験の内容を変更し
た。
・ボーリング孔Ｎｏ１およびＮｏ２について、当初予定していた調査地点での作業が困難で
あったことから、調査地点を変更した。
・物揚場本体工の強度確認を行う必要が生じたことから、コンクリートコア採取および室
内試験（圧縮試験）を追加した。

・発注者が柱状図を確認し、数量の変更を行った。
・当初予定していた調査地点での作業が困難で
あったため、受注者から調査地点変更の協議。
・物揚場本体工の強度確認を行うため、コア採取
および室内試験の追加を指示。
・契約金額を変更した。

履行期間：H28.6.2～H28.8.26

・契約書第18条（条件変更等）第1項第四号に基づく変更。
・現地の作業条件が当初設計条件と異なっており、調査内容に変更が生じたため、契約
書第18条（条件変更等）第1項第四号に基づき変更できる。
・契約書第19条（設計図書等の変更）に基づく変更。
・調査を追加する必要があると認めたため、契約書第19条（設計図書等の変更）に基づき
変更できる。

当初想定柱状図
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３．調 査 （数量の変更）

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

土質調査

・本調査は、横浜港本牧沖における地盤の基礎的な性状を把握するため、土質調査
を行うものである。
・当初発注においては、ボーリング調査4孔により地盤性状を把握する計画としていた。
・同年度に別件にて音波探査を実施したところ、既設及び計画ボーリング孔間で地層が
大きく変化している箇所を確認した。地盤改良が必要となる沖積層及び基盤層となる洪
積層の地層の変化点を押さえるために、ボーリングデータを補完する調査の追加が必
要となった。

・ボーリング調査2孔(No.5、No.6)の追加を指示。
・契約金額を変更した。

・契約書第19条（設計図書等の変更）に基づく変更。
・音波探査結果に基づき、土質調査を追加する必要があると認めたため、契約書第
19条（設計図書等の変更）に基づき変更できる。

履行期間：H30.10.18～H31.3.22
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３．調 査（数量の変更）

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

波高計設置事前調査

・本業務は、波浪観測装置の設置にあたり詳細なケーブルルート等の決定のために
事前調査として深浅測量及び海底面調査を実施するものである。

・当初設計においては、海底面調査については波浪観測装置設置箇所及びケーブル
の陸上への立ち上がり箇所の2カ所を実施する計画であったが、深浅測量の結果、
海底の隆起箇所等が確認されたためケーブル敷設箇所の一部について海底面調
査の追加が必要となった。

・深浅測量の結果を踏まえ、海底の隆起箇所や状況が不明瞭な箇所が確認されたた
め、ケーブル敷設が可能かを確認するため海底面の追加調査について協議があり、
追加することが妥当であると判断し、受注者に追加を指示。
・契約金額を変更した。

・契約書第18条（条件変更等）第1項第四号に基づく変更。
・測量の結果、海底面の追加調査について受注者より協議があり、ケーブル敷設が

可能かを判断するため追加の詳細調査を実施する

履行期間：R1.6.6～R1.10.25（変更R1.10.17）
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３．調 査 （数量の変更・観測機器の変更）

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

流況調査業務

・本業務は、今後の漂砂対策の基礎資料として、流況調査、濁度調査、粒度・粒径分
布及び底質調査を行う業務である。
・当初設計においては浮遊土砂の性状を詳細に把握するため、粒度・粒径分布測定
記録計を２箇所（その観測機器が全国的にも台数が少ないため）としていた。

・業務目的を踏まえ、粒度・粒径分布測定器を追加できないか受注者に指示。
・観測機器を１台追加できることが判明した。

・契約書第18条（条件変更等）第1項に基づく変更。

履行期間：H30.9.13～H31.2.28

・契約金額を変更した。
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【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

・ケーソンヤード舗装部の空洞調査において、地中レーダー探査により空洞の有無や大
まかな位置を調査し、詳細調査方法は受注者に提案を求める内容で契約したもので、受
注者提案のファイバースコープによる方法で、空洞内部調査を実施することとした。

・空洞内部の詳細を把握するため、受注者から空洞内部の詳細調査の協議。
・発注者が詳細調査の必要性、妥当性を確認し、詳細調査を指示。
・契約金額を変更した。

ケーソンヤード現況調査（空洞調査、目視調査） 一式

・契約書第19条（設計図書等の変更）に基づく変更。

例） 地中レーダー探査の反射形状 例） 詳細調査による空洞確認

３．調 査（設計の変更） ［事例４０］

履行期間：H27.7.21～H27.10.30
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【業務概要】
波浪観測、流況観測、
風況観測および飛砂量調査 各一式

３．調 査 （設計の変更）

【変更協議の要点】
・本業務は、海岸侵食対策事業における離岸堤（潜堤）の効果を確認するための波浪、
流況および風速観測並びに飛砂量調査を行ったものである。
・業務契約後、当該事業の技術委員会において、２列潜堤の整備効果を確認する上で
２列潜堤背後の平面的な流速場を確認する必要があるとの提言を受け、流況観測地点の
設置位置の変更（３地点）が必要となった。

【コメント】
・契約書第19条（設計図書等の変更）に基づく変更。
・発注者が流速計の設置位置を変更する必要があると認めたため、契約書第19条（設計
図書等の変更）に基づき変更できる。

【変更協議の結果】
・発注者から流速計の設置位置変更の協議。

［事例４１］

履行期間 ： H27.10.22 ～ H28.3.25
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３．調 査 （設計の変更） ［事例４２］

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

土質調査 ３３８．１ｍ（９孔） 履行期間：H27.6.1～H27.11.30

・調査地点が供用中の岸壁のため、利用者との調整を行った結果、土質調査９孔の
うち５孔について、現地調査期間を連続５日×２回とした。
・また、調査期間への対応として、２交代で連続作業を実施した。

・利用者調整の結果、現地調査期間について、設計図書を変更。
・調査期間への対応について協議し、２Ｐ（各２交代）による連続作業を指示。
・夜間を含む調査作業にかかる費用および原地盤にかかる精査変更分をあわせて、
・契約金額を変更した。

・契約書第19条（設計図書等の変更）に基づく変更。

夜間調査状況① 夜間調査状況②
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３．調 査 （設計の変更） ［事例４３］

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

環境調査 一式
湾内のアサリ浮遊幼生・アサリ着底稚貝・底質調査を実施

・本業務は、湾内7地点におけるアサリの幼生分布および着底状況を把握するため
春期と秋季の現地調査を行うものである。
・湾内における環境改善効果をより精度よく分析・評価する上で、アサリ浮遊幼生の
殻長測定が必要との学識者意見を踏まえ、秋季調査にて追加調査を行った。

・調査項目に「殻長測定（1検体につき100個体を上限）」を追加指示。
・契約金額を変更した。

・契約書第19条（設計図書等の変更）に基づく変更。

履行期間：H27.6.3～H28.2.26
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３．調 査 （設計の変更） ［事例４４］

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

土質調査 履行期間：H27.9.30～H28.3.18

・調査実施箇所近隣の供用中の係留施設に大型船舶が入港することから、鋼製櫓およ
び機材を一時撤去する必要が生じた。

・上記の旨、受注者から履行条件確認請求書の提出があった。
・発注者が請求内容を確認し、調査結果通知書の通知および変更の指示を行った。
・契約金額を変更した。

・契約書第18条（条件変更等）第1項第四号に基づく変更。

（参考）図－位置図 （参考）図－鋼製櫓一般図

①一時撤去

②再設置

29.60 (鎌石岬)

鎌石岬

東風浦

JX日鉱日石エネルギー

東海岸通り

(-7.5m)

(-19.0m)

下
　
松
　
東
　
航
　
路

航路・泊地(-19m)

(-19.0
m

)390m

［計画］

［計
画

］

 No.1

 No.2

航路・泊地(-20m)
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３．調 査 （設計の変更） ［事例４５］

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

土質調査 履行期間：H26.10.10～H27.2.20

・ボーリング掘削中に先端ビットが既設鋼管杭と接触し、それ以深の掘削が困難となった
ため、調査箇所を変更する必要が生じた。

・上記の旨、受注者から履行条件確認請求書の提出があった。
・発注者が請求内容を確認し、調査結果通知書の通知および変更の指示を行った。
・契約金額を変更した。

・契約書第18条（条件変更等） 第1項第四号に基づく変更

（参考図） 位置図・平面図

水面整理場

(-10m)185m

(-4m
)120

m

(-12m)240m

(-7.5m)260m

(-5.5m)180m

(-5.5m)96m

(-
5.
5m
)1
52
m

室の木地区

拡
大

Bor.3(赤)からBor.5（青）に変更。
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３．調 査（設計の変更）

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

・航路整備事業にあたり、狭隘かつ屈曲、急潮流により見通しの悪い工事・業務の安全と
遂行および付近を航行する船舶の安全確保のため、工事等の状況、航行船舶、気象海
象等に関する情報を迅速に収集し、これらを工事関係者および通航船舶者双方に速や
かに伝達する。

・対象工事・業務等における、着工や完了、進捗状況により業務日数に変更が生じた。

・全対象工事・業務等の完了に伴い、年度末に航行安全管理日数が確定。
・契約金額を変更した。

・契約書第18条（条件変更等）第1項第四号、および契約書第19条（設計図書等の変更）
に基づく変更。

【当初】 【実績】

［事例４６］

履行期間：H27.4.20～ H28.3.25
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３．調 査 （設計の変更） ［事例４７］

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

土質調査 4箇所

・設計に必要となる土質データ収集のために行うものであるが、全4箇所うち1箇所で、
当初想定していなかった粘性土層が確認されたため、乱れの少ない試料採取（シンウ
ォールサンプリング）および三軸圧縮（UU）試験を追加して行った。

・過年度までに行った隣接位置での調査では粘性土層が確認されていなかったため、
粘性土層の出現は想定外であった。
・粘性土層の存在は設計に大きな影響を与えるため、より詳細な試験の追加を協議
・契約金額を変更した。

・契約書第18条（条件変更等）第1項第四号に基づく変更。
・当初の想定と違う土層が確認され、追加の試験が必要となったため、契約書第18
条（条件変更等）第1項第四号に基づき変更できる。

粘性土層の確認

過年度ボーリング 今回ボーリング

履行期間：H28.4.14～H28.8.3
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３．調 査 （履行期間の変更） ［事例４８］

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

磁気探査 A＝9.664m2

・防波堤築造工事の床掘の実施に先立ち、磁気異常物探査のため表層探査・経層
探査を行うものであるが、台風の襲来により防波堤築造工事の工程に遅れが生じた
ため、経層探査の実施にも遅れが生じた。

・発注者・工事受注者・磁気探査業務受注者の3者により、今後の工程について協議。
・受注者からの請求により19日の工期延伸。

・契約書第22条（受注者の請求による履行期間の変更）第2項に基づく変更。

履行期間：H23.4.15～H23.8.31（変更日H23.8.11）
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３．調 査（数量・履行期間の変更） ［事例５０］

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

流況把握調査 一式
（ケーソン据付前 1回、
変更：ケーソン据付後 1回）
潮流解析業務 一式

履行期間：H26.4.8～H26.6.30(変更H26.9.30)

・平成26年4月に契約した当初設計では、流況把握調査をケーソン据付前 に行い、ケ
ーソン据付前・後の潮流解析を行い、周辺の潮流に及ぼす影響を把握し関係者協議を
することを想定していた。
・平成26年6月に関係者協議をしたところ、おおむね了承は得られたものの、ケーソン
据付後、現地の状況確認してもらいたい旨の申し出があったため、７月のケーソン据付
後の結果検証として、流況把握調査、潮流解析を追加計上した。

・発注者より、ケーソン据付後の流況把握調査、潮流解析の追加を指示し、結果検証
方法について協議。
・受注者の請求により、履行期限を約3ヶ月延伸。
・契約金額を変更した。

・契約書第18条（条件変更等）第1項第四号に基づく変更。
・業務履行中に発注者が想定していたものと異なっており、検討すべき項目が増えたた
め、契約書第18条（条件変更等）第１項第四号に基づき変更できる。
・受注者は、設計条件に関連する事象の想定は、特記仕様書に明示することを原則と
する。
・契約書第22条（受注者の請求による履行期間の変更）第2項に基づく変更。

平成26年7月
ケーソン据付

平成26年6月
ケーソン据付

業務範囲
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・契約書第22条（受注者の請求による履行期間の変更）第2項に基づく変更。
・受注者の責めに帰することができない事由により、履行期間内に業務を完了することが
できないため、契約書第22条（受注者の請求による履行期間の変更）第2項に基づき変
更できる。

［事例５１］

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

土質調査 調査本数15孔、砂質土 L=140m（総掘進長） 履行期間：H28.7.11～H28.9.30

・当初設計15孔のうち、1孔においてボーリング深度L=20m付近で工学的基盤面が確認さ
れると見込んでいたが、工学的基盤面が確認できなかったため、ボーリング深度を
L=20mからL=96mへ増進した。
・掘進長の増により、原位置試験の数量も増となった。

・工学的基盤面が確認できないため、受注者からボーリング増深の協議。
・発注者が柱状図（速報値）を確認し、ボーリング増深を承諾。
・受注者の請求により、履行期限を約1ヶ月延伸。
・契約金額を変更した。

３．調 査 （数量･履行期間の変更）

GL-20m

工学的基盤面
の確認不可

GL-96m

工学的基盤面
を確認
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３．調 査（数量・履行期間の変更） ［事例５２］

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

サンゴ移設 6,000群体 履行期間：H27.3.18～H28.3.18

・過去の調査結果より、当初仕様書のサンゴ移設数量は2,000群体を想定していたが、本
業務の調査において詳細な調査（潜水調査）を行った結果、移設対象となるサンゴの増加
が確認されたため、調査業務の変更（サンゴ移設数量の追加）が必要になった。

・契約書第18条（条件変更等）第１項第四号に基づく変更。
・契約書第22条（受注者の請求による履行期間の変更）第2項に基づく変更。

・受注者から事前調査結果（移設対象となるサンゴの増加）の報告。
・発注者から事前調査結果に伴う、サンゴ移設数量の追加変更（ 2,000群体→6,000群体）
を指示。
・契約金額を変更した。

当初（サンゴ採取元位置図） 事前調査結果（サンゴ採取元位置図）
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４．検 討 （数量の変更） ［事例５３］

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

保全対策検討 一式

・本業務は、臨港道路工事箇所の河口部において重要種を含む動植物の生息実態を把握す
るとともに、過去の調査結果を含む評価を行い、道路工事期間中および完了後の課題と対応
について検討する業務である。
・動植物の生息調査の結果、県指定希少野生動植物種および県レッドデータブックで「絶滅危
惧Ⅱ類」に指定されているハクセンシオマネキが工事による直接的影響を受ける範囲で発見
されたため、当該種の保全対策検討および移植作業の追加を行った。

・当該種の分布調査の結果、３７個体が工事による直接的影響を受けると予測された。
・発注者より当該種の保全対策検討および移植作業の追加を指示。
・契約金額を変更した。

・契約書第18条（条件変更等）第1項第四号に基づく変更。
・現地調査の結果、検討する項目が増えたため、契約書第18条（条件変更等）第１項第四
号に基づき変更できる。

履行期間：H27.4.13～H28.3.18
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［事例５４］

【変更協議の要点】
・本業務は、平面実験により防波堤堤頭部付近の消波ブロック安定性の検討を行うもの
である。
・各実験ケースの結果を踏まえて消波ブロックの規格・設置位置を変更することに伴い、
当初想定していた実験ケースの変更および追加が生じた。
・別件業務の基本設計で検討した条件に対応するため、防波堤の模型製作を追加した。

【業務概要】
模型設備 一式、模型実験 一式、整理解析 一式

４．検 討（数量の変更）

【変更協議の結果】
・実験結果等を踏まえ、契約書第19条に基づき、設計図書の変更を指示。
・契約金額を変更した。

【コメント】
・契約書第19条（設計図書等の変更）に基づく変更。
・実験ケース等が増えた場合は、契約書第19条（設計図書等の変更）に基づき、設計
図書等を変更することができる。
・この場合において、必要があると認められる場合は、業務料を変更することとなる。

当初実験ケース（例） 追加実験ケース（例）

〔実験ケース〕
全工区とも80t型消波ブロック

〔実験結果〕
堤頭部：被災度が大きい
堤幹部：被災度は軽微

〔実験ケース〕
全工区とも80t型高比重消波ブロック

〔実験結果〕
堤頭部・堤幹部とも被災度は軽微

効果的な組み合わせを追加検討【コスト縮減断面の検討】

〔実験ケース〕
堤頭部：80t型高比重消波ブロック
堤幹部：80t型消波ブロック

履行期間：H27.8.28～H28.3.25
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４．検 討 （数量の変更） ［事例５５］

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

港湾海岸断面検討業務 基本断面の検討 一式

・当該港湾海岸は、液状化対策として地盤改良工法を併用した地震・津波対策の検討を
行っている。耐震性能を確認する手順としては、地盤改良後にチェックボーリングを実施
し、設計基準強度との比較を行うこととしていた。しかし、地盤条件によっては、設計時に
推定した地盤強度を下回ることもあった。そのため、チェックボーリング結果（例えば、液
状化試験結果）を踏まえた耐震照査（例えば、FLIP解析）を実施することで、施設性能の
検証を行う必要が生じたことから設計変更を行った。

・発注者からの設計図書変更協議書をもって受注者と協議。
・契約金額を変更した。

・契約書第19条（設計図書等の変更）に基づく変更。

【検討断面図】

【変更協議の結果】

【L2地震動 残留変形図】

【L2地震動 γxyの最大値分布図】
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［事例５６］

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

技術課題の検討 一式、
新技術活用効果等の整理 一式、
分科会および検討会の設置・運営 一式

履行期間：H27.6.9～H28.3.25

・本業務は､管内港湾施設等の技術課題に対し､課題に精通した技術者又は専門家によ
る分科会および検討会を通じて､技術課題に対する課題の抽出・整理等を行う業務であ
る。
・本業務の課題検討に当たり検討会を開催したところ、課題の解析方法について助言が
あり、検討の結果、解析方法を変更することとした。

・重力式の岸壁増深における設計検討について、複雑な地層構成において、より正確な
結果を得るための解析方法について検討会委員より助言あり。
・対応について検討の結果、解析方法を見直すこととし、設計図書を変更。
・契約金額を変更した。

・契約書第19条（設計図書等の変更）に基づく変更。

４．検 討 （数量の変更）
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【業務概要】
試験施工実施箇所の検討一式 外 履行期間：H27.7.31～H28.1.29

【変更協議の要点】
・本業務は、設計協議として、事前協議1回、中間報告3回、最終報告1回を計上してい
たが、有識者へのヒアリングを実施する必要が生じたことから中間報告の場所および
回 数の変更が必要となった。

【変更協議の結果】
・発注者より、有識者へのヒアリングの実施および数量変更について受注者と協議。
・契約金額を変更した。

【コメント】
・契約書第18条（条件変更等）第1項第四号に基づく変更。

［事例５７］４．検 討 （数量の変更）

Ⅱ-58



４．検 討 （数量の変更）

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

濁り拡散等数値シミュレーション

・本業務は、濁り拡散等の数値シミュレーションを実施し、工事による環境への影響を
把握するものである。
・当初設計においては対象海域でのシミュレーションを1ケース想定していたが、前提
条件となる潮流データの解析を実施した結果、異なる2方向の潮流が卓越しているこ
とが判明したため、ケース数を追加した。

・シミュレーションの設定条件について受注者と協議。
・潮流データの解析結果を踏まえ、異なる2方向の潮流条件それぞれについてシミュ
レーションを実施（ケースの追加）を受注者に指示。
・契約金額を変更した。

・契約書第19条（設計図書の変更）に基づく変更。

履行期間：R1.8.7～R2.2.14（変更R2.2.●）
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潮流データ解析結果（流向頻度分布）

沖合を流れる黒潮の影響を受ける海域であり、不規則に変
わる黒潮の流路により、対象海域の流況が変わる。

［事例５８］



４．検 討 （設計の変更） ［事例５９］

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

環境保全効果検討 一式 、
防波堤整備効果評価 一式 ほか

・本業務は、防波堤の復旧に際し、水質保全対策を施した防波堤の環境保全効果を
検討するとともに、その整備効果を評価する検討業務である。本業務の実施に当た
り開催した防波堤復旧に係る環境保全効果検証検討会において、貝毒等の現状分
析も行うこととなったことから、貝毒等の現状分析を追加した。

・防波堤復旧に係る環境保全効果検証検討会において、貝毒等の現状分析も行うこ
ととなったため、貝毒等の現状分析の追加について受注者と協議。
・契約金額を変更した。

・契約書第19条（設計図書等の変更）に基づく変更。

※概要図を追加してはどうか？

貝毒プランクトンのシストの分布
（出典：岩手県水産技術センター提供）

履行期間：H25.9.3～H27.3.30
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埠頭国際物流ターミナル検討業務
（静穏度シミュレーション、整備手順検討、
港内反射波対策検討） 一式

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

・契約書第19条（設計図書等の変更）に基づく変更。

・静穏度シミュレーションについては３港形（５ケース/港形）、港内反射波対策検討につ
いては１港形（５ケース/港形）とし、条件整理の結果によって検討ケース数等の変更を行
う仕様で契約した。
・シミュレーションに先立ち、波浪条件を整理した結果、卓越する代表波高はNE、ENE、E
の３ケースとなることが判明したため、１港形当たりの検討ケース数の見直しを行った。
・港内反射波対策については、対策効果の精度を高めるため、中央防波堤延伸、第二中
央防波堤延伸、港内消波、仮消波堤の４港形に変更することとした。
※ケース数は波向きを示す。

・受注者からケース数および検討港形の変更について協議。
・発注者が協議内容の妥当性を確認し、ケース数および検討港形の変更を指示。
・契約金額を変更した。

例）事業採択延長港形での波高比分布図
（波高2.5m、波向ENE）

例）事業採択延長港形に対する港内反射波対策効果図
（中央防波堤80m延伸（波高2.5m、波向ENE））

４．検 討 （設計の変更） ［事例６０］

履行期間 ： H27.7.7～H28.2.26
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４．検 討 （設計の変更）

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

・当初は、外貿コンテナ貨物量の将来推計をヒアリング調査で実施する計画。
・しかし、対象企業が多いことから、より幅広く調査が可能となるアンケート方式によ
る調査を追加して実施した。

・変更協議を発注者から受注者に対して行い、同意を得て契約金額を変更した。

・契約書第19条（設計図書等の変更）に基づく変更。

施設活用方策の検討 一式
事業効果の検討 一式

［事例６１］

履行期間：H28.7.5～H29.2.28
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４．検 討 （設計の変更）

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

・本業務は、岸壁の施工にあたり発生する土砂の処分方法等の検討を行うものである。
・港湾管理者との調整の結果、地盤改良に伴い発生する排出土砂の処分方法について

処分順序ならびに場内処分容量の増加に向けた検討の必要性が生じた。
・これに伴い、舗装構成や既設護岸の安定性を踏まえた処分方法の見直しが必要と

なったことから、検討項目を追加した。

岸壁施工方策検討業務 一式

・舗装構成や既設の増額護岸の安定性を踏まえた処分方法に関する検討を追加指示。
・契約金額の変更および履行期間を２ヶ月延長。

［事例６２］

・契約書第19条（設計図書等の変更）に基づく変更。

履行期間：H27.6.18～H28.3.25
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４．検 討 （数量・設計の変更）

【業務概要】

【変更協議の要点】

【コメント】

【変更協議の結果】

岸壁 施工計画検討業務 一式

・本業務は、四日市港霞ヶ浦地区および四日市港地区の岸壁について、既往調査結
果を踏まえた施設の劣化分析および老朽化対策の検討を行い、工事発注に必要と
なる図面作成、数量計算・概算工費の算出、施工計画の検討及び技術資料の作成
を行うものである。

・劣化状況の分析を行った結果、一部施設においては、当面の老朽化対策が必要な
いと判明したため、施工計画の検討及び技術資料の作成における数量見直しを行
った。

・また、現状の利用状況及び今後の利用計画について施設利用者等の関係者にヒア
リングを行ったところ、一部施設の安全性検討・安定性照査が必要となったことから
、検討項目を追加した。

・受注者から施設劣化状況の分析結果の報告。

・発注者が当該分析結果を確認し、施工計画等の検討ケース数の変更を指示。

・発注者より、現状の利用状況及び今後の利用計画を踏まえた施設の安全性検討・
安定性照査の追加について受注者と協議。

・協議の結果、発注者が設計図書の変更を指示。契約金額を変更した。

・契約書第19条（設計図書等の変更）に基づく変更。

履行期間：H30.5.15～H31.3.29

［事例６３］
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４．検 討 （数量・履行期間の変更） ［事例６４］

【業務概要】
湾内環境データベースの改良検討
およびシステム・サーバーの保守管理

【変更協議の要点】
・湾内の水質定点観測リアルタイム情報をデータベース上で公開し、他省庁および研究機
関、漁業者等の関係者にデータを活用していただいているが、リアルタイム情報に加え、
定期的な湾内水質変化についての情報が欲しいとの要請を受け、その情報公開に向けた
データ整理、評価、資料作成をする必要が生じた。

【変更協議の結果】
・関係機関の要請を踏まえ、契約書第19条に基づき、設計図書の変更を指示。
・契約金額を変更した。

水質定点観測リアルタイム情報
（従来より公開）

変更により新たに追加したモニタリング速報
（1ヶ月間の傾向を分析、公開）

【コメント】
・契約書第19条（設計図書等の変更）に基づく変更。
・発注者における関係機関との調整により、検討するべき項目が増えた場合は、契約
書第19条（設計図書等の変更）に基づき、設計図書等を変更することができる。
・この場合において、必要があると認められる場合は、業務料を変更することとなる。
・契約書第23条（発注者の請求による履行期間の短縮等）第2項に基づく変更。

履行期間：H27.4.1～H28.3.31（変更H27.12.22）
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１.設計・測量・調査等業務標準契約書の制定について（抜粋）

（条件変更等）
第１８条 受注者は、業務を行うに当たり、次の各号のいずれかに該当する事実を発見した

ときは、その旨を直ちに発注者に通知し、その確認を請求しなければならない。
一 図面、仕様書、現場説明書及び現場説明に対する質問回答書が一致しないこと

（これらの優先順位が定められている場合を除く。）。
二 設計図書に誤謬又は脱漏があること。
三 設計図書の表示が明確でないこと。
四 履行上の制約等設計図書に示された自然的又は人為的な履行条件が実際と相違

すること。
五 設計図書に明示されていない履行条件について予期することのできない特別な状態

が生じたこと。

２ 発注者は、前項の規定による確認を請求されたとき又は自ら同項各号に掲げる事実
を発見したときは、受注者の立会いの上、直ちに調査を行わなければならない。ただし、
受注者が立会いに応じない場合には、受注者の立会いを得ずに行うことができる。

３ 発注者は、受注者の意見を聴いて、調査の結果（これに対してとるべき措置を指示
する必要があるときは、当該指示を含む。）をとりまとめ、調査の終了後１４日以内に、
その結果を受注者に通知しなければならない。ただし、その期間内に通知できないやむ
を得ない理由があるときは、あらかじめ、受注者の意見を聴いた上、当該期間を延長する
ことができる。

４ 前項の調査の結果により第１項各号に掲げる事実が確認された場合において、必要
があると認められるときは、発注者は、設計図書の訂正又は変更を行わなければなら
ない。

５ 前項の規定により設計図書の訂正又は変更が行われた場合において、発注者は、必
要があると認められるときは、履行期間若しくは業務料を変更し、又は受注者に損害を
及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。

（設計図書等の変更）
第１９条 発注者は、前条第４項の規定によるほか、必要があると認めるときは、設計図書

又は業務に関する指示（以下この条及び第２１条において「設計図書等」という。）の変更
内容を受注者に通知して、設計図書等を変更することができる。この場合において、発注
者は、必要があると認められるときは履行期間若しくは業務料を変更し、又は受注者に
損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。

平成8年2月29日港管第444号
最終改正 令和2年3月30日国港総第720号

港湾局長から特定部局長あて
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１.設計・測量・調査等業務標準契約書の制定について（抜粋）

（業務の中止）
第２０条 第三者の所有する土地への立入りについて当該土地の所有者等の承諾を得る

ことができないため又は暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地すべり、落盤、火災、騒乱、
暴動その他の自然的又は人為的な事象（以下「天災等」という。）であって、受注者の責め
に帰すことができないものにより作業現場の状態が著しく変動したため、受注者が業務
を行うことができないと認められるときは、発注者は、業務の中止内容を直ちに受注者に
通知して、業務の全部又は一部を一時中止させなければならない。

２ 発注者は、前項の規定によるほか、必要があると認めるときは業務の中止内容を受注
者に通知して、業務の全部又は一部を一時中止させることができる。

３ 発注者は、前２項の規定により業務を一時中止した場合において、必要があると認め
られるときは履行期間若しくは業務料を変更し、又は受注者が業務の続行に備え業務の
一時中止に伴う増加費用を必要としたとき若しくは受注者に損害を及ぼしたときは必要な
費用を負担しなければならない。

（受注者の請求による履行期間の変更）
第２３条 受注者は、その責めに帰すことができない事由により履行期間内に業務を完了

することができないときは、その理由を明示した書面により発注者に履行期間の延長変更
を請求することができる。

２ 発注者は、前項の規定による請求があった場合において、必要があると認められる
ときは、履行期間を延長しなければならない。発注者は、その履行期間の延長が発注者
の責めに帰すべき事由による場合においては、業務料について必要と認められる変更を
行い、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。

（業務に係る受注者の提案）
第２１条 受注者は、設計図書等について、技術的又は経済的に優れた代替方法その他

改良事項を発見し、又は発案したときは、発注者に対して、当該発見又は発案に基づき
設計図書等の変更を提案することができる。

２ 発注者は、前項に規定する受注者の提案を受けた場合において、必要があると認める
ときは、設計図書等の変更を受注者に通知するものとする。

３ 発注者は、前項の規定により設計図書等が変更された場合において、必要があると
認められるときは、履行期間又は業務料を変更しなければならない。
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１.設計・測量・調査等業務標準契約書の制定について（抜粋）

（発注者の請求による履行期間の短縮等）
第２４条 発注者は、特別の理由により履行期間を短縮する必要があるときは、履行期間

の短縮変更を受注者に請求することができる。

２ 発注者は、前項の場合において、必要があると認められるときは、業務料を変更し、
又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。

（履行期間の変更方法）
第２５条 履行期間の変更については、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議

開始の日から１４日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知
する。

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に
通知するものとする。ただし、発注者が履行期間の変更事由が生じた日（第２３条の場合
にあっては、発注者が履行期間の変更の請求を受けた日、前条の場合にあっては、受注
者が履行期間の変更の請求を受けた日）から７日以内に協議開始の日を通知しない場合
には、受注者は、協議開始の日を定め、発注者に通知することができる。

（業務料の変更方法等）
第２６条 業務料の変更については、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開

始の日から、１４日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知
する。

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聞いて定め、受注者に通
知するものとする。ただし、発注者が業務料の変更事由が生じた日から７日以内に協議
開始の日を通知しない場合には、受注者は、協議開始の日を定め、発注者に通知する
ことができる。

３ この契約書の規定により、受注者が増加費用を必要とした場合又は損害を受けた場合
に発注者が負担する必要な費用の額については、発注者と受注者とが協議して定める。
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１.設計・測量・調査等業務標準契約書の制定について（抜粋）

Ⅲ-6

（臨機の措置）
第２７条 受注者は、災害防止等のため必要があると認めるときは、臨機の措置をとらな

ければならない。この場合において、必要があると認めるときは、受注者は、あらかじめ
、発注者の意見を聴かなければならない。ただし、緊急やむを得ない事情があるときは、
この限りでない。

２ 前項の場合においては、受注者は、そのとった措置の内容を発注者に直ちに通知し
なければならない。

３ 発注者は、災害防止その他業務を行う上で特に必要があると認めるときは、受注者
に対して臨機の措置をとることを請求することができる。

４ 受注者が第１項又は前項の規定により臨機の措置をとった場合において、当該措置
に要した費用のうち、受注者が業務料の範囲において負担することが適当でないと認め
られる部分については、発注者がこれを負担する。



２．港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書（抜粋）
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1－24 履行期間の変更
受注者は、契約書第22条に基づき履行期間の延長を求める場合、発注者と受注者の協

議の前に当該変更が履行期間変更協議の対象であるか否かを調査職員と受注者との間
で確認するものとし、調査職員はその結果を受注者に通知するものとする。受注者は、履
行期間変更協議の対象であると確認された場合、確認された事項を、必要とする延長日
数の算出根拠、変更工程表その他必要な資料を添付し、契約書第24条第２項に定める協
議開始の日までに履行期間延長申請書を発注者に提出しなければならない。

1－23 契約変更
１）発注者は、次の各号に掲げる場合、調査設計業務の契約変更を行うものとする。

(1) 調査設計業務内容の変更により契約金額に変更を生じる場合
(2) 履行期間の変更を行う場合
(3) 受注者と協議し、調査設計業務の実施上、必要があると認められる場合
(4) 契約書第26条の規定に基づき受注者が臨機の措置を行った場合
(5) 契約書第30条の規定に基づき契約金額の変更に代える業務内容の変更を行った場合

２）発注者は、前項の場合、変更する契約図書を次の各号に基づき作成するものとする。
(1) 第19条の規定に基づき受注者に指示した事項
(2) 調査設計業務の一時中止に伴う増加費用及び履行期間の変更等決定済みの事項
(3) その他受注者と協議で決定された事項

平成31年3月29日国港技第91号
港湾局長から特定部局長あて

○港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書(抜粋)

1－ 4 設計図書の点検
受注者は、設計図書の内容を十分点検し、疑義のある場合、調査職員に書面により通知

し、その指示を受けるものとする。



２．港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書（抜粋）
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1－25 一時中止
１）発注者は、契約書第20条第１項の規定により次の各号に該当する場合、受注者

に通知し、必要と認める期間、調査設計業務の全部又は一部を一時中止させる
ことができるものとする。
(1) 第三者の土地等への立ち入り許可が得られない場合
(2) 関連する他の調査設計業務等の進捗が遅れたため、調査設計業務の続行を不適当

と認めた場合
(3) 環境問題等の発生により、調査設計業務の続行が不適当又は不可能となった場合
(4) 災害等により、調査設計業務の対象箇所の状態が変動した場合
(5) 第三者及びその財産、受注者及び協力者等並びに調査職員の安全確保のため必要

があると認めた場合

２）発注者は、受注者が契約図書に違反し、又は調査職員の指示に従わない等、調
査職員が必要と認めた場合、業務の中止内容を受注者に通知し、調査設計業務
の全部又は一部を一時中止させることができるものとする。

３）発注者は、受注者が災害発生時における緊急的な応急対策業務に関する協定に
基づき出動要請を受け、緊急的な応急対策を実施する必要が生じた場合は、受
注者と協議を行い、必要があると認めるときは、受注者に通知し、調査設計業
務の全部又は一部を一時中止させることができるものとする。

４）受注者は、前３項により業務を一時中止する場合、屋外で行う調査設計業務の
現場を調査職員の指示により保全するものとする。


